
科学技術研究調査　調査票の新旧対照表

変更内容 変更案 変更前 変更理由

1 研究関係従業者の
区分の変更

対象：調査票甲（企
業Ａ、Ｂ共通）及び調
査票乙（非営利団
体・公的機関）

「主に研究に従事する者」を専従換算値「１」を意味する「専ら研究に従事
する者」へ変更

○調査票甲〔第３面〕【４】研究関係従業者数
　及び調査票乙〔第２面〕【７】研究関係従業者数

　平成24年１月20日付府統委第５号「諮問
第42号の答申　科学技術研究調査の変更
及び科学技術研究調査の指定の変更（名
称の変更）について」（以下「前回答申」とい
う。）における「今後の課題」を踏まえた変
更。
　「主に研究に従事する者」は、研究に専従
している者として把握してきたところである
が、専従者であることをより明確にするた
めに、区分名を変更。

2 研究関係従業者の
区分の変更

対象：調査票丙（大
学等）

研究本務者の内訳である「医局員・その他の研究員」を２つの区分に分
割

○〔第２面〕【４】従業者数

　「医局員・その他の研究員」に関する専従
換算をより精緻に行うため、文部科学省に
おいて実施する「大学等におけるフルタイ
ム換算データに関する調査」との整合性の
観点から、「医局員」と「その他の研究員」
に分割。

　項目を分割したことから、「医局員」に関
する説明文を追加。
　研究本務者の各区分との対応を明確に
するため、「その他の研究員」の説明文を
修正（教員等を「」（かぎ括弧）でくくる）。

①　「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門的知識を有する者で、
　特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

・　「主に研究に従事する者」とは、業務のうち研究関係業務に従事した時間が主である者をいいます。
・　「研究を兼務する者」とは、業務のうち研究関係業務に従事した時間が主でない者をいいます。

①　「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門的知識を有する者で、
　特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

・　「専ら研究に従事する者」とは、研究者のうち、研究関係業務に専ら従事する者をいいます。
・　「研究を兼務する者」とは、研究者のうち、他の業務を兼務する者をいいます。

研

究

者

① 研 究 を 兼 務 す る 者

一 人万 千 百 十

主に研究に従事する者

研 究 を 兼 務 す る 者

専ら研究に 従事す る者

研

究

者

①

千万 百 十 一 人

研

究

者

①
兼 務 者
（学外からの研究者）

教 員

医局員・ その他の
研 究 員

大学院博士課程の
在 籍 者

本

務

者

医 局 員

研

究

者

①

本

務

者

教 員

大学院博士課程の
在 籍 者

その 他 の 研 究 員

兼 務 者
（学外からの研究者）

①　「研究者」とは、「教員」、「医局員・その他の研究員」、「大学院博士課程の在籍者」のいずれかに該当する者をい

　程を修了した者又はこれと同等以上の専門的知識を有し、特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。
・　「兼務者」とは、外部に本務をもつ研究者をいいます。ただし、講義専門の非常勤職員は「研究以外の業務に
　従事する従業者」に含めてください。

・　「その他の研究員」とは、教員、医局員及び大学院博士課程の在籍者以外の者で、大学（短期大学を除く）の課

　います。
・　「教員」とは、教授、准教授、助教及び講師をいいます。

・　「その他の研究員」とは、「教員」、「医局員」及び「大学院博士課程の在籍者」以外の者で、大学（短期大学を

　いいます。
　除く）の課程を修了した者又はこれと同等以上の専門的知識を有し、特定のテーマをもって研究を行っている者を

・　「医局員」とは、「教員」及び「大学院博士課程の在籍者」以外の者で、医学部等に所属し、大学附属病院及び関
　連施設において診療、研究、教育に従事している医者をいいます。

・　「兼務者」とは、外部に本務をもつ研究者をいいます。ただし、講義専門の非常勤職員は「研究以外の業務に
　従事する従業者」に含めてください。

①　「研究者」とは、「教員」、「医局員」、「その他の研究員」、「大学院博士課程の在籍者」のいずれかに該当する者
　をいいます。

・　「教員」とは、教授、准教授、助教及び講師をいいます。
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

3 採用・転入研究者数
における女性研究者
数の追加

対象：調査票甲（企
業A、B共通）、調査
票乙（非営利団体・
公的機関）及び調査
票丙（大学等）

採用・転入研究者数において、新規採用研究者数及び転入研究者数
（計）で「うち女性」を追加

○調査票甲〔第４面〕【５】採用・転入研究者数

　女性研究者の支援施策に資するため、新
規採用、転入及び転出研究者数の内数と
して女性研究者を追加。

○調査票乙〔第３面〕【８】採用・転入研究者数

うち親子会社

千 百 十 一 人

大 学 等

採用・転入研究者合計

そ の 他

非 営 利 団 体

公 的 機 関

新 規 採 用 者

会 社

万

転

入

者

うち女性総 数

十 一十 一 人 千 人百

公 的 機 関

新 規 採 用 者 数

会 社

うち親子会社

非 営 利 団 体

大 学 等

そ の 他

万 千 百

転 入 研 究 者 数

そ の 他

公 的 機 関

新 規 採 用 者

会 社

転

入

者

採用・転入研究者合計

大 学 等

非 営 利 団 体

万 千 百 十 一 人

大 学 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

転 入 研 究 者 数

公 的 機 関

新 規 採 用 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

総 数 うち女性
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

○調査票丙〔第３面〕【５】採用・転入研究者数

　「医局員」と「その他の研究員」を分割した
ことに伴う説明文の変更。

4 転出研究者数にお
ける女性研究者数
の追加

対象：調査票甲（企
業A、B共通）、調査
票乙（非営利団体・
公的機関）及び調査
票丙（大学等）

転出研究者数に「うち女性」を追加

○調査票甲〔第４面〕【６】転出研究者数

　女性研究者の支援施策に資するため、新
規採用、転入及び転出研究者数の内数と
して女性研究者を追加。

○調査票乙〔第３面〕【９】転出研究者数

○調査票丙〔第３面〕【６】転出研究者数

　「医局員」と「その他の研究員」を分割した
ことに伴う説明文の変更。

総 数 うち女性
万 千 百 十 一 人

転 出 研 究 者 数

千 百 十 一 人

う ち 親 子 会 社

人

転 出 研 究 者 数

う ち 親 子 会 社

万 千 百 十 一

人

転 出 研 究 者 数

万 千 百 十 一

転 出 研 究 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

うち女性総 数

人

転 出 研 究 者 数

万 千 百 十 一

転 出 研 究 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

うち女性総 数

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】 従業者」数の「教員」及び
「医局員・その他の研究員」にあたる者で外部から加
わった者をいいます。（昨年の４月１日から今年の３月31日
までの異動について記入してください。）

「医局員」及び「その他の研究員」にあたる者で外部から加
○　「採用・転入研究者」とは、「【４】 従業者」数の「教員」、

までの異動について記入してください。）
わった者をいいます。（昨年の４月１日から今年の３月31日

をいいます。（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異
「医局員・その他の研究員」にあたる者で外部に転出した者

動について記入してください。）

○ 「転出研究者」とは、「【４】 従業者」数の「教員」及 び○　「転出研究者」とは、「【４】 従業者」数の「教員」、「医局員」

をいいます。（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異
及び「その他の研究員」にあたる者で外部に転出した者

動について記入してください。）

そ の 他

公 的 機 関

新 規 採 用 者

会 社

転

入

者

採用・転入研究者合計

大 学 等

非 営 利 団 体

万 千 百 十 一 人

大 学 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

転 入 研 究 者 数

公 的 機 関

新 規 採 用 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

総 数 うち女性
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

5 社内（内部）使用研
究費における無形固
定資産の購入費の
追加

対象：調査票甲（企
業A、B共通）、調査
票乙（非営利団体・
公的機関）及び調査
票丙（大学等）

社内（内部）使用研究費の内訳に「無形固定資産の購入費」及び「うちソ
フトウェア」を追加

○調査票甲〔第５面〕【８】社内使用研究費

　フラスカチ・マニュアルとの整合（※）及び
国民経済計算における研究開発の固定資
本形成の計上に資するため、これまで「そ
の他の経費」に含まれていた「無形固定資
産の購入費」を独立した区分として追加。
※　フラスカチ・マニュアルでは、研究開発
における資本的支出の内訳として「土地及
び建物」、「計器及び装置」及び「コンピュー
タ・ソフトウェア」を挙げている。

　より正確な記入を促すため、「有形固定
資産の購入費」及び「その他の有形固定資
産」に関する説明文を修正。

　「無形固定資産の購入費」を区分に追加
したことから、説明文を追加。

千億 百億 十億 億 万 円千万 百万 十万

人 件 費

リ ー ス 料

原 材 料 費

総　　　額

有 形 固 定 資 産 の

土 地 ・ 建 物 な ど

①

②

購入費
③

有 形 固 定 資 産 の

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

そ の 他 の 有 形

固定資産

そ の 他 の 経 費

④

⑤

減価償却費
⑥

そ の 他 の 経 費

リ ー ス 料

そ の 他 の 有 形

固定資産

有 形 固 定 資 産 の

無 形 固 定 資 産 の

う ち ソ フ ト ウ ェ ア

購入費
④

⑤

⑥

減価償却費
⑦

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

土 地 ・ 建 物 な ど

購入費
③

有 形 固 定 資 産 の

人 件 費

原 材 料 費

①

②

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

総　　　額

　として扱われる動植物

べての無形固定資産の購入費をいいます。

・　うちソフトウェア－1年以上にわたって使用される

　取得価額が10万円以上のソフトウェア

・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産

④　｢無形固定資産の購入費｣とは、研究に必要なす

・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか

　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

　その他の運搬具、工具、器具及び備品

③ 「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

べての有形固定資産の購入費をいいます。

・　土地・建物など－土地、建物（附属設備を含む。）

　構築物、船舶、航空機

　その他の運搬具、工具、器具及び備品

・　その他の有形固定資産－建設仮勘定など

べての有形固定資産をいいます。

・　土地・建物など－土地、建物（附属設備を含む。）

　構築物、船舶、航空機

・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか

　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

③ 「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

○調査票乙〔第４面〕【11】内部使用研究費
　及び調査票丙〔第５面〕【９】内部使用研究費

　より正確な記入を促すため、「有形固定
資産の購入費」及び「その他の有形固定資
産」に関する説明文を修正。

　「無形固定資産の購入費」を区分に追加
したことから、説明文を追加。

リ ー ス 料

そ の 他 の 経 費

④

⑤

そ の 他 の 有 形

固定資産

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

土 地 ・ 建 物 な ど

購入費
③

原 材 料 費

有 形 固 定 資 産 の

人 件 費

十万 万

①

②

円

総　　　額

千億 百億 十億 億 千万 百万

①

②

購入費
③

購入費
④

そ の 他 の 経 費

⑤

⑥

う ち ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 料

無 形 固 定 資 産 の

そ の 他 の 有 形

固定資産

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

土 地 ・ 建 物 な ど

原 材 料 費

有 形 固 定 資 産 の

人 件 費

十万 万 円

総　　　額

千億 百億 十億 億 千万 百万

　として扱われる動植物

べての無形固定資産の購入費をいいます。

・　うちソフトウェア－1年以上にわたって使用される

　取得価額が10万円以上のソフトウェア

・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産

④　｢無形固定資産の購入費｣とは、研究に必要なす

・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか

　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

　その他の運搬具、工具、器具及び備品

③ 「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

べての有形固定資産の購入費をいいます。

・　土地・建物など－土地、建物（附属設備を含む。）

　構築物、船舶、航空機

　その他の運搬具、工具、器具及び備品

・　その他の有形固定資産－建設仮勘定など

べての有形固定資産をいいます。

・　土地・建物など－土地、建物（附属設備を含む。）

　構築物、船舶、航空機

・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか

　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

③ 「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

6 社外（外部）から受け
入れた研究費の内
訳区分の変更

対象：調査票甲（企
業A、B共通）、調査
票乙（非営利団体・
公的機関）及び調査
票丙（大学等）

「外国」を「会社」、「大学」及び「その他」の３区分に詳細化し、「公的機
関」の内訳区分について、「国・公営の研究機関」と「研究所等」を「国・公
営、独立行政法人等の研究機関」に、（国・地方公共団体の）「その他」と
「公庫等」を「公営企業・公庫等」へ統合。

○調査票甲〔第７面（企業Bは第６面）〕【12（同10）】社外から受け入れた
研究費

　前回答申における「今後の課題」を踏ま
え、フラスカチ・マニュアルとの整合及び政
策上、産学連携に関する評価指標を得る
観点から「外国」区分を詳細化。
　あわせて、マニュアルよりも詳細な区分と
なっている「公的機関」の一部の区分を統
合。

大 学

そ の 他

外

国

公

的

機

関 公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

会 社

円

国

地 方 公 共 団 体

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万 円

受 入 額 う ち社内で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 千億 百億 十億 億 千万 百万 円

会 社

外 国

非 営 利 団 体

私 立 大 学

国 ・ 公 立 大 学

国
・
地
方
公
共
団
体

特
殊
法
人
・

独
立
行
政
法
人

公

的

機

関

地 方 公 共 団 体

そ の 他

公 庫 等

そ の 他

研 究 所 等

国・ 公営の研究機関

国

千億 百億 十億 億十万 万 円総 額
うち社内で使用し た研究費受 入 額

千万 百万 十万 万
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

○調査票乙〔第６面〕【14】外部から受け入れた研究費
　及び調査票丙〔第７面〕【12】外部から受け入れた研究費

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社

私 立 大 学

十万 万 円

国

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万 円

受 入 額 うち内部で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億

外 国

公

的

機

関

国・ 公営の研究機関

そ の 他

特
殊
法
人
・

研 究 所 等

独
立
行
政
法
人

公 庫 等

そ の 他

千万 百万

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

国

国
・
地
方
公
共
団
体

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億億 千万 百万 十万 万 円

受 入 額 うち内部で使用し た研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円百億 十億 億
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

7 社外（外部）へ支出し
た研究費の内訳区
分の変更

対象：調査票甲（企
業A、B共通）、調査
票乙（非営利団体・
公的機関）及び調査
票丙（大学等）

「外国」を「会社」、「大学」及び「その他」の３区分に詳細化し、「公的機
関」の内訳区分について、「国・公営の研究機関」と「研究所等」を「国・公
営、独立行政法人等の研究機関」に、（国・地方公共団体の）「その他」と
「公庫等」を「公営企業・公庫等」へ統合。

○調査票甲〔第8面(企業Bは第7面)〕【13(同11)】社外へ支出した研究費、
　調査票乙〔第7面〕【15】外部へ支出した研究費
　及び調査票丙〔第8面〕【13】外部へ支出した研究費

　前回答申における「今後の課題」を踏ま
え、フラスカチ・マニュアルとの整合及び政
策上、産学連携に関する評価指標を得る
観点から「外国」区分を詳細化。
　あわせて、マニュアルよりも詳細な区分と
なっている「公的機関」の一部の区分を統
合。

8 営業利益高の削除

対象：調査票甲（企
業A、B共通）

企業の現況として把握している各種項目のうち「営業利益高」を削除。

○調査票甲〔第１面〕【１】企業の現況

　企業にとって忌避感の強い調査項目であ
ること、営業利益高を削除しても政策上の
特段の支障は確認されなかったこと、本調
査で把握しなくとも、他の企業関連統計の
調査票情報等の利活用によって分析が可
能であることから、記入者負担の軽減に資
するため、営業利益高を削除。

9 調査票記入上の注
意事項の追加

対象：調査票甲（企
業A、B共通）

※企業Bの場合は、第７面まで ※企業Bの場合は、第７面まで

　連結決算の値を記入してくる企業があること
から、法人単体での記入を促すため、調査票上
に明記する。

大 学

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社
外

国

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

十万 万 円千億 百億 十億 億 千万 百万円

支 出 額 うち自 己資 金か ら支 出し た 研 究費
総 額 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

千万 百万 円十兆 兆 千億 百億 十億 億百億 十億 億 千万 百万 円百 十 一 人

資 本 金 （ ３ 月 31 日現 在） 総 売 上 高 （ 年 度 ）

企 業 の 事 業 の 種 類 （ 年 度 ） 生産品名又は営業種目を売上実績の多いものから順に記入してください

十兆 兆 千億

従業者総数 （ ３ 月31 日現 在）
十万 万 千

を支出している場合を含む。）には、更に３面の「【４】研究関係従業者数（３月31日現在）」から８面まで記入してください。※

○ 従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

○ 記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

○ この調査は法人を単位に行っています。このため、連結決算を行っている法人であっても、法人単体分を記入してください。

○ 記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○ 研究実施の有無にかかわらず１面から３面の「【３】研究実施の有無」まで記入し、研究を実施している場合（社外へ研究費

○ 従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

○ 記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○ 研究実施の有無にかかわらず１面から３面の「【３】研究実施の有無」まで記入し、研究を実施している場合（社外へ研究費

を支出している場合を含む。）には、更に３面の「【４】研究関係従業者数（３月31日現在）」から８面まで記入してください。※

○ 記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

支 出 額
総 額 千億 百億 十億 円億 千万 百万

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億億 千万 百万 十万 万 円

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

外 国

うち 自己資金か ら支 出し た研 究費

公

的

機

関

国・ 公営の研究機関

そ の 他

特
殊
法
人
・

研 究 所 等

独
立
行
政
法
人

公 庫 等

そ の 他

十万 万

国
・
地
方
公
共
団
体

一 人

十兆 兆 千億 百億 十億

百 十

資 本 金 （ ３ 月31 日現 在） 総 売 上 高 （ 年 度 ）

従業者総数（ ３ 月31 日現 在）

億 千万 百万百万 円 十兆 兆 千億 百億 十億 円

営 業 利 益 高 （ 年 度 ）
十兆 千億 百億 十億

企 業 の 事 業 の 種 類 （ 年 度 ） 生産品名又は営業種目を売上実績の多いものから順に記入してください

億 千万 百万 円

十万 万 千

億 千万 兆
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